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   好みと適性にあった職業を選んで豊かな人生を

送る「選職社会」の実現－これは昨年末発表された

平成 11 年版国民生活白書（経済企画庁）の提言で

ある。また現実の統計をみてもホワイトカラー（注

１）の転職は 90 年代半ば以降増加傾向が鮮明とな

っており（図表－１）、すでに「選職」志向はかな

り高まりつつあるという感も強い。

  こうした状況のなか、ホワイトカラーの円滑な転

職をサポートする、人材紹介業への注目が高まって

いる。そこで本稿では人材紹介業について、その現

状を整理しながら、転職市場の一翼を担うサービス

業としての問題点や今後の課題について考えてみ

たい。

(1)規制緩和を契機に新規参入が増加

(1)規制緩和を景気に新規参入が増加

  人材紹介業への注目が高まった契機は、97年の規

制緩和による紹介対象職種の拡大である。

  従来人材紹介事業は、労働者を不当搾取から保護

する観点から国の独占事業とされ、職業安定所など

の公的機関がその役割を担っていた。そのため民間

事業者によるホワイトカラーの人材紹介は、経営管

理者と科学技術者しか認められていなかった。

  しかし求職者を公平に扱うことが求められる公的

機関では、多種多様なスキルを保有するホワイトカ

ラーの求職にきめ細かく対応することが難しくな

っていたことから、97年に民間業者がホワイトカラ

ー全職種の紹介を行うことが認められた。

  規制緩和の結果、人材紹介業には専業の独立系企

業に加え、人材派遣会社など他の人材ビジネスの系

列企業、大手事業会社（メーカー、商社等）の子会

社、外資系企業など、多くの企業が参入している。

事業所数は99年には95年の2.5倍の約750ヶ所に

増加しており、市場規模も正確な統計はないが、規

制緩和前の96年度の250億円から98年度には700

億円に拡大しているという推計もある（注２）。

雇用流動化時代を担う人材紹介業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済産業調査部門　吉久雄司

     図表－１ ホワイトカラーの転職者比率

3.84
3.61 3.63

3.89
4.10

4.61 4.70

2.72 2.67 2.66
2.93

3.13
3.31 3.35

5.21
4.77 4.79

5.00
5.23

6.11 6.27

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

93 94 95 96 97 98 99
年

％

男女計 男性

女性

（注１）転職者比率（％）＝転職者数÷就業者×100

 (注２) 専門的・技術的職業、管理的職業、事務、販売の４職
         種の転職者数、就業者数をもとに計算
（資料）総務庁「労働力調査特別調査報告」を基に集計・加工

１． 活性化する人材紹介サービス
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(2)多様化が進むサービス形態

  人材紹介業は、サービス内容により一般紹介型(登

録型)、エグゼクティブサーチ型、アウトプレース

メント型の３つに大別される。そのうち最もポピュ

ラーな形態は、人材紹介会社に求職登録した人材を

求人企業に紹介する、一般紹介型である。

  紹介対象者で区別すると、一般紹介型は若手から

中堅層を中心にホワイトカラー全般、エグゼクティ

ブサーチ型は上級の管理者・専門技術者、アウトプ

レースメント型は人員削減対象となった中高年層

が、主な対象となっている。

  最近では複数のサービス形態を兼業する総合化

（注３）と、対象を得意分野に絞り込む専門化の動

きが同時に進んでおり、事業基盤の強化を目指した

提携や合併も相次いでいる（図表－３）。また 99

年にホワイトカラー職種の人材派遣が自由化され

たことから、人材紹介業と人材派遣業の垣根も崩れ

つつあり、サービス形態は多様化が進んでいる。

 (3)小規模事業者が大多数

  人材紹介業は、求人企業開拓や求職者のカウンセ

リングを担当するコンサルタントによるサービス

を中心とする労働集約的事業であり（注４）、最低

限の事務所とＯＡ機器があれば開業できる。そうし

                             図表－２ 人材紹介業のサービス形態

サービス形態 主要業務内容 主な対象者 特徴

一般紹介型（登録型） 求人企業と求職者それぞれの依頼に基づき、最

適なマッチングを仲介するサービス。職業紹介と

しては最もポピュラーな形態。求職者は、業界

誌、求人情報誌・新聞広告、インターネット、各種

セミナー等を通じて募集。

若手・中堅層を中心

にホワイトカラー全般

求人・求職情報の蓄積に

より大量紹介が可能

エグセクティブサーチ

型

求人企業の依頼に基づき、その企業に最適な人

材を検索し、引き合わせるサービス。いわゆるヘ

ッドハンティングサービス。

上級管理職

上級専門・技術職

個別案件が中心で、秘匿

業務的

アウトプレースメント型 自社内で雇用を維持することが困難になった社

員の再就職活動支援サービスの一環として、再就

職紹介を紹介するサービス。

中高年層を中心とす

る人員削減対象者

退職勧奨を受けた社員

に対するカウンセリング

機能が重要

（資料）民営人材紹介事業協議会資料等よりニッセイ基礎研究所

  図表－３ 最近の企業間合併や提携等の事例

取組み内容 具体的事例

合併による事

業基盤強化

リクルート系の人材紹介会社、リクルート人材

センターと関西リクルート人材センターが 98

年４月に合併、リクルートエイブリックに。

伊藤忠商事系のｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰとエイブ

ルスタッフが98年10月合併、人材紹介と人材

派遣を兼業するキャリアプラザに。

提携によるサ

ービス拡充

フルキャストとANＪＯｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙが人材紹介

リストを共用、それぞれが強みを持つＩＴ分野、

財務分野の人材を双方で紹介。

人材派遣業

からの進出

人材派遣最大手パソナが、99年10月に金融

業界向け人材紹介の専門部門を設立。

（資料）新聞報道等より

  図表－４ 人材紹介業大手の98年度売上高

順
位

社 名 部門
売上高

(百万円)

前年比
伸び率
（％）

１ リクルートエイブリック 7,976 －

２ キャリアプラザ 900 46.6

３ パーソナルマネジメント 692 8.0

４ ジェイエイシージャパン 665 46.5

５ インテリジェンス 623 529.3

６ ケンブリッジ・リサーチ研究
所

616 ▲3.8

７ エイブル・フェローズ 246 ▲10.9

８ クリエイティブ 186 ▲17.3

９ 旭化成アミダス 164 13.9

10 キャリア・プロモート 141 ▲26.6
（注１）各社とも人材紹介部門の売上高。
（注２）リクルートエイブリックは、98年４月にリクルート人
材センター、関西リクルートセンターの２社が合併して発足し
たため、前年比伸び率は計算できない。
（資料）日本経済新聞社「98年度サービス業総合調査」
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た初期投資の軽さが多くの企業が新規参入した一

因であり、現在のところ小規模事業者が圧倒的に多

い業界である（民営人材紹介事業協議会調査による

と、「５人以下」の事業所が約７割）。そのため売

上規模でみても、上位企業でも数億円程度の企業が

多くなっている（図表－４）。

  人材紹介会社は、求人企業の採用活動と求職者の

転職活動を効率化するために、下記のような機能を

提供している。

①求人情報と求職者情報の収集

  第一に求人情報と求職者情報を収集し、分野別に

分類・蓄積することが挙げられる。求人情報の収集

では、企業のニーズを読み取って、中途採用者に求

めるスキルなどの採用要件を具体化することが求

められる。また求職者の情報収集は、一般紹介型の

場合、新聞・雑誌広告やセミナーの開催、インター

ネット等を通じて行われている。

②求職者の職業能力の査定

  第二は求職者の転職市場での市場価値、すなわち

求職者の客観的な職業能力を査定する「目利き」の

機能である。ホワイトカラーの職業能力は、各企業

固有のスキルが占める比重が大きいため客観的評

価が難しいが、求人とマッチングするには企業の枠

を超えて通用するスキルを適切に査定することが

必要となる。また最近では個人の側もスキル開発に

向けた動機づけとして、自分の市場価値に対する関

心を高めており、求職者情報の収集機能を高めるた

めにも職業能力の査定機能の充実が重要となって

いる。

③求人企業と求職者のマッチング

  第三は求職者の職業能力とそれに見合ったスキル

を求める求人をリンクし、求職者を求人企業に紹介

するマッチング機能である。マッチングの精度は、

紹介会社が保有する求人・求職情報の質・量や、紹

介会社の求職者のスキル評価の正確さなどに左右

される。また転職者の人間性が転職先の企業風土と

合わずにミスマッチが生じるケースも多いため、企

業の社風や求職者の人柄などを考慮することも重

要である。

④求人企業と求職者へのコンサルティング

  求人企業・求職者双方に対するコンサルティング

も重要性が高まっている。コンサルティングの中身

は、求人企業には転職市場の情報や採用ノウハウの

提供、求職者には転職活動のノウハウ指導（履歴署

の書き方や面接時の応対等）やキャリア開発に関す

るアドバイスなどが中心である。一般紹介型の大手

の場合は、サービスの効率化と、求人企業と求職者

の利害相反を防止するため、求人企業担当と求職者

担当のコンサルタントが分かれている場合が多い。

                      図表－５ 転職市場における人材紹介業の機能

主要機能 具体的内容

①求人情報、求職者情

報の収集

・ 求人情報（求人開拓、求人票の作成）、求職者情報（職歴・保有資格等をヒアリングしてキャ

リアシートを作成）を収集し、職種や業種ごとに分類・蓄積

②職業能力の査定 ・過去の職歴の分析、適性検査や面談を通じて求職者の客観的な職業能力を査定

③マッチング ・求人条件、採用条件と適合する職業能力を持つ求職者をリンク、引き合わせ

④コンサルティング ・対求人企業：転職市場情報の提供、採用ノウハウの提供など

・ 対求職者：求職者の転職活動の支援（履歴書の書き方や面接対応の指導、面接日時の調整、

  能力開発の支援等）やキャリア開発に関するアドバイス
（資料）ニッセイ基礎研究所

２．人材紹介会社の多様な機能
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  人材紹介業はこうした機能を通じ、職種別の給与

相場の形成を促すなど、労働市場における市場メカ

ニズムの円滑な機能発揮を促進する役割を果たし

ている。

特にわが国では新卒採用段階で大企業に抱え込ま

れた人材が大量に余っている状態にあり、能力があ

るにもかかわらず活躍の場が少なくなっている人

材が多い。そのため人材紹介会社の仲介を通じて、

大企業で知識・経験を積んだ人材が、中堅・中小企

業、特に今後経済の牽引役として期待されるベンチ

ャー企業に再配分されることが重要と思われる。

  人材紹介業は、本格的な事業展開が認められてか

ら日が浅いこともあって、まだその機能を充分に発

揮していない面がある。
  
(１)少ない人材紹介会社経由の転職

  転職市場では様々な求人・求職手法があり、人材

紹介会社が取扱っている層は、能力レベルでみると、

縁故（前の会社や現在の会社の社員、知人の紹介な

ど）や求人情報誌・新聞広告と対象が重なる部分が

大きい。

その結果ホワイトカラーの転職で人材紹介会社が

仲介する割合は、推定で２％程度にとどまっており

（図表－６）、人材紹介サービスの社会的な認知度

はまだ低くなっている。職種別にみると、管理職や

専門・技術職は一定の利用率があると推定されるが、

事務職と販売職では人材レベルが多様なこともあ

って、人材紹介会社が仲介する割合は小さくなって

いる。

   

(2)求人ニーズへの対応力不足

  高度化する求人ニーズへの対応力も充分といえな

い。最近ではＩＴ関連の技術者を中心にスキル要件

が細かく指定される「ピンポイント型求人」（注５）

が増えているが、人材紹介会社はそれに見合った人

材を見つけるのに苦労する場合が多くなっている。

また求人企業側からは、人材紹介会社は技術に関す

る知識が充分でなく、紹介会社によるスキルの査定

内容が本人が本当に持っている能力に見合ってい

ないという声も多い。

(3)民間企業としての制約

  民間企業が行う営利事業としての制約から、企

業・求職者のニーズに充分応えることができていな

い部分も多い。

① 職種や営業地域の偏り

  人材紹介会社が仲介する人材は、ＩＴ・エレクト

ロニクス関連の技術者など、求人ニーズが多い職種

や業種に偏りがちである（一般紹介型大手の業種別

実績は図表－７参照)。

図表－６ 転職者の人材紹介会社の利用状況

 （Ａ）

転職者計

（万人）

  （Ｂ）

就職件数

  （件）

(Ｂ/Ａ)

利用率

 （％）

ホワイトカラー計 149 33823 2.3

 専門的技術的職業 37 21867 5.9

 管理的職業 4 4601 11.5

 事務的職業 59 3258 0.6

 販売の職業 49 4097 0.8

（注）転職者数・就職件数は別々の調査の数字で、かつ転職者

数は万人単位の数値であるため、利用率はあくまで概算。

（資料）転職者数は総務庁「労働力調査特別調査報告（平成 11
年２月）」、就職件数は労働省調査（98年度）

３． さらに望まれる機能発揮
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  また営業地域でみても、人材紹介会社の事業所は

求人ニーズの多い大都市部に集中しており、Ｕター

ンに伴う大都市から地方への転職仲介も含め、地方

のサービス体制は充分とはいえない（図表－８）。

②割高感が強い紹介手数料

  紹介手数料の負担（一般紹介型サービスで転職者

の年収の３割程度）も、多くの企業が利用を躊躇す

る一因である。最近は競争激化で料金は低下傾向に

あるが、公的機関の紹介が無料であることと比べる

と、経費削減を進めている企業、特に求人企業の多

くを占める中堅・中小企業には負担感が強い。

  人材紹介業は労働者の職業人生に大きな影響を与

えるサービスであるが、わが国では労働者保護の観

点から民間事業者による人材紹介が進むことを心

配する意見も一部では根強い。また求職者のなかに

は、人材紹介会社が料金を支払う求人企業の利害を

優先しているのではという懸念を抱く人も多い。

  そのため人材紹介会社は、求職者と求人企業の懐

により深く入り込んだ高度なコンサルティングを

行うことで、提供するサービスへの社会的信用を高

めていく必要がある。

  

(1) 有能なコンサルタントの発掘

  コンサルティング機能の高度化に向けては、有能

な人材の確保が不可欠である。

  人材紹介業のコンサルタントには、担当分野の専

門知識や情報網に加えて、求人企業や転職者のニー

ズを充分吸収できるコミュニケーション能力など

の資質が求められる。また特に求職者担当のコンサ

ルタントには、転職者の精神的不安を和らげること

ができる豊かな人間性も必須である。

  こうした資質のうち、コミュニケーション能力や

人間性は、本人の適性に左右される部分が大きく、

教育・研修や経験で補うことは難しい側面がある。

そのため人材紹介会社は、求人企業のニーズに合う

人材を紹介すると同時に、自社のコンサルタントに

求められる適性を持った人材を、転職市場で積極的

に発掘していくことが求められよう。また転職者の

技術レベルを査定する機能の強化の面でも、最新技

術に精通した人材を外部から積極的にスカウトす

ることが必要であろう。

 (２)インターネットなどＩＴ技術の活用

  またコンサルティング機能の強化には、最新のＩ

Ｔ技術、特にインターネットを活用することも重要

である。インターネットの活用は、情報収集・提供

コストを大幅に低減させ、取扱職種や地域、料金面

  図表－７ 大手人材紹介会社の業種別紹介実績例

 

ＩＴ関連
31 .0%

メディカル
11 .2%

金融
3 .2%

流通／サー
ビス
17 .7%

化学・食品・
その他
10 .0%

電気／電子
／機械
21 .6%

建築／不動
産
5 .3%

（注）98年度の東日本地域の実績

（資料）一般紹介型大手企業へのヒアリング

 図表－８ 人材紹介事業所が立地する都道府県

 

東京都
55.2%

大阪府
15.1%

福岡県
4.6%

愛知県
3.4%

神奈川県
2.0%

兵庫県
1.8%

その他

（資料）日本労働研究機構調べ

４． ポイントはコンサルティング機能の強化
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での対応力を向上させる糸口となる可能性が大き

い。

  すでに求職者情報の収集では、多くの人材紹介会

社がインターネットを活用しており、一般紹介型の

大手では求職登録者の半数以上がインターネット

経由となっている。今後は各社が個別に保有してい

る情報を共有化して、職種・業種・地域横断的な求

人・求職者データベースを構築し、業界の共有情報

として利用することも考えられよう（注６）。

  

  人材紹介会社は「選職社会」の実現に向けて不可

欠なサービスを提供しているが、その機能をフルに

発揮するには、まだ様々な社会システム面の制約・

課題が残っている。

  たとえば日本企業の内部昇格者重視の経営システ

ムが変化するかどうかは、転職市場の厚みを増すと

いう点で重要である。所謂「出世コース」にいる優

秀な人材が流動化しないと、転職市場に出てくる人

材レベルの拡がりが乏しくなり、人材紹介会社が取

扱う対象が限定される。

  人材紹介業と公的機関が、各々の役割を整理し、

両者が協業して転職市場を整備することも必要で

ある。公的機関の全国版の情報網や、民間紹介会社

のコンサルティング機能など、両者の長所を上手く

組み合わすことができれば、労働者が円滑に転職で

きる環境整備への寄与は大きいと思われる。

  人材紹介会社は、労働者の職業生活を左右する大

きな社会的責任を担っている。そのため人材紹介会

社には、提供するサービスの充実と同時に、わが国

の社会・労働システム全般に関する問題の提起や、

その解決に向けた提言を積極的に発信していくこ

とも求められるのではないだろうか。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（注１）ホワイトカラーの定義は難しいが、ここでは一般的に説明さ

れることが多い、専門的・技術的職業、管理的職業、事務、
販売の４職種を対象とする。

（注２）日本労働研究機構「有料職業紹介事業の規制緩和と民間職業
紹介部門の経営実態調査」（99年10月）

（注３）民営人材紹介事業協議会の調査によると、人材紹介会社のサ
ービス形態は、一般紹介型専業41 ％、エグゼクティブサー
チ型専業10％、アウトプレースメント型専業１％程度であり、
残りの約半数は複数のサービス形態を兼業している。

（注４）一般紹介型大手でのヒアリングによると、求職者担当のコン
サルタントは月間20～30名の求職者に面談している。

（注５）大手人材紹介会社へのヒアリングによると、技術系では該当
職種の経験は当たり前で、担当した製品内容まで細かく指定
される求人が増えている。

（注６）そうした動きの一つとして、共立メンテナンス、ビッグアビ
リティ、マン・フライデー、アルファテック、ナレッジビジ
ネス研究所、ジャスト人材サービスの６社は共同で、転職希
望者の情報を集約するデータベース会社「日本プレースメン
トセンター」を設立している。今後はこうしたネットワーク
化を通じた企業間提携の進展が、業界の再編成を促すことも
予想される。
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